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１ 補正予算の規模 

（単位：千円、％） 

 
令和 7 年度 

当初予算額① 
現計予算額② 今回補正額 

補正後 

予算額③ 

伸び率 

(③-①) 

/① 

(③-②) 

/② 

一般会計 10,650,000 10,811,140 362,061 11,173,201 4.9% 3.3% 

特別会計 4,656,011 4,744,557 42,257 4,786,814 2.8% 0.9% 

企業会計 2,285,812 2,285,812 5,315 2,291,127 0.2% 0.2% 

合計 17,591,823 17,841,509 409,633 18,251,142 3.7% 2.3% 

※企業会計は、収益的支出と資本的支出の合計額を記載しています。 

２ 一般会計補正予算（第５号）の概要 

（１） 補正予算編成の基本的な考え方                  

今回の補正予算は、国の人事院勧告や人事異動等に伴う人件費に関するもの、ふる

さと納税に関するもの、交付金等の精算に伴う償還金および社会保障経費などの必要

な経費について所要の予算措置を講じています。 

 

（２） 歳入の主な内容 
 

町税では、所得割等の増に伴い町民税を増額補正するほか、償却資産の増に伴い固定

資産税を増額補正します。また、町たばこ税についても増額補正します。 

国庫支出金では、地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金を新規計上するほか、各

種補助金について事業費に応じて増額補正します。 

県支出金では、滋賀県放課後児童クラブ飲食物費価格高騰対策事業費補助金を新規

計上するほか、各種補助金について事業費に応じて増額補正します。 

寄附金では、ふるさと納税の増額見込みに伴い、まちづくり応援寄附金を増額補正する

ほか、中学校教育振興における寄附金として、中学校教育振興寄附金を新規計上します。 
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繰入金では、財政調整基金繰入金および幼保連携型認定こども園（新こども園）の整備

にかかる子育て未来基金繰入金を増額補正する一方、有利な財源を活用することから、情

報システム整備基金繰入金を減額補正します。 

諸収入では、後期高齢者医療広域連合市町負担金過年度精算金を新規計上する一方、

農地中間管理事業受託金を減額補正します。 

町債では、日野中学校屋内運動場に空気調和設備を新たに設置することから、緊急防

災・減災事業債を新規計上するとともに、情報システム等の整備によるＤＸ推進に伴い、デ

ジタル活用推進事業債を新規計上します。また、町道小御門十禅師線における事業費の

増額に伴い、公共事業等債を増額補正します。 

 

（３） 歳出の主な内容 

○人事管理事業 新規                                2,386千円 

〇財政管理事業 新規                                7,826千円 

次年度からの内部事務等の情報システム更新に必要となる経費を新規計上します。 

 

○情報管理事業 新規    6,405千円 

次年度からの庁舎内ネットワークの無線化にかかる設計業務のほか、内部事務等

の情報システム更新に必要となる経費を新規計上します。 

 

○公的介護施設整備事業 新規 11,690千円 

国の財源を活用し、高齢者施設等の防災・減災対策として利用者の安心・安全を

確保するため、町内の介護事業者が実施する施設の整備に必要となる補助金を新規

計上します。 

 

〇障害者福祉事務事業 新規                            14,162千円 

令和６年度に交付された障害者総合支援給付費負担金等の精算に伴い、償還金 

を新規計上します。 

 

〇障害者総合支援事業                               54,000千円 

利用見込みの増に伴う障害福祉サービス給付費等の増加に対応するため、必要な

経費を増額補正します。 

 

〇児童福祉事務事業 新規                              1,548千円 

令和６年度に交付された子ども・子育て支援交付金等の精算に伴い、償還金を新

規計上します。 

 

〇認定こども園整備事業                                19,000千円

幼保連携型認定こども園（新こども園）の整備に向けて早期に事業に取り組む必要 

があることから、地質調査業務委託等に必要となる経費を増額補正します。 
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〇児童健全育成事業 新規                                 25,693千円 

児童健全育成事業の運営にかかる国の補助基準額改定に伴い、必要となる補助 

金を増額補正するほか、県の財源を活用し、物価高騰の影響を受ける子育て世帯へ 

の負担を増やすことのないよう、放課後児童クラブ運営事業者に対し食料品の物価

高騰分を支援するための補助金を新規計上します。 

 

〇保健衛生事務事業（保健） 新規                              11,398千円 

令和６年度に交付された母子保健衛生費国庫補助金等の精算に伴い、償還金を

新規計上します。 

 

〇担い手育成対策事業 新規                             1,401千円 

農業の担い手育成を図るため、国の財源を活用し、農業経営に必要な農業用機械 

の導入に係る経費の一部を助成するための補助金を新規計上します。 

 

〇ふるさと応援寄附事業                                15,350千円 

ふるさと納税による寄附金の増額が見込まれることから、事業費の増額見込みに

伴い、必要となる経費を増額補正します。 

                              

〇交通安全対策事業（通学路緊急対策） 新規               110,000千円 

町道小御門十禅師線にかかる出雲川の橋梁拡幅工事において、河川管理者であ

る県が一括で工事を実施することから、町が費用負担すべき歩道部分について、必要

となる負担金を新規計上します。 

 

〇中学校管理運営事業 新規                            8,634千円 

日野中学校屋内運動場に新たに空気調和設備を設置することから、設計業務委託 

に必要となる経費を新規計上するほか、光熱水費における電気代が不足することから、

必要となる経費を増額補正します。 

 

３ 特別会計補正予算の概要 

 （１） 補正予算の主な内容 

① 国民健康保険特別会計補正予算（第２号）                            7,260 千円 

令和６年度に交付された交付金等の精算に伴い、償還金を増額補正するとともに、人事

異動および人事院勧告を踏まえた給与改定に伴い、人件費に関する経費を増額補正しま

す。 

② 介護保険特別会計補正予算（第２号）                       3,226 千円 

サービス給付費等の執行見込みに応じて、介護給付に要する経費を精査するとともに、

人事異動および人事院勧告を踏まえた給与改定に伴い、人件費に関する経費を増額補正

します。 
 

③ 後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）                   31,771 千円 

後期高齢者医療保険料の増額見込みに伴い、後期高齢者医療広域連合納付金を増額

補正します。 
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４ 企業会計補正予算の概要 

（１）  補正予算の主な内容 

水道事業会計補正予算（第２号）                           5,315 千円 

人事異動および人事院勧告を踏まえた給与改定に伴い、人件費に関する経費を増額補

正します。 

 

５ その他 

（１） 繰越明許費の内容 

・ 認定こども園整備事業                                27,500 千円 

・ 交通安全対策事業（通学路緊急対策）県事業負担金          110,000千円 

 

（２） 債務負担行為の内容 

追加 

・ 日野町勤労福祉会館管理業務指定管理料                    15,950 千円 

・ 日野町森林空間活用施設管理業務指定管理料                 45,500 千円 

・ 日野町林業センター管理業務指定管理料                     15,460 千円 

・ 日野町町民会館わたむきホール虹管理業務指定管理料           470,000 千円 

 

（３） 地方債の内容 

① 追加 

・ デジタル活用推進事業債（行政情報システム利用事業） 14,000 千円 

・ デジタル活用推進事業債（小学校教育振興事業） 3,500 千円 

・ デジタル活用推進事業債（図書館運営事業） 14,600 千円 

・ 緊急防災・減災事業債（中学校管理運営事業） 7,800 千円 

 

② 変更 

・ 公共事業等債（交通安全対策事業（通学路緊急対策）） 44,500 千円 


